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Abstract 
 
In Japanese study of the constitution, the right of opposition has been denied all the time. This is because it 
violates freedom of expression of the mass media. However, I think that the right of opposition is accepted under 
the Constitution of Japan. The right of opposition guarantees the free flow of information. And it strengthens 
personal freedom of expression. I want to prove the need of the right of opposition in this article. 
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1. はじめに ― 反論権論の停滞 
 
いわゆる反論権の可否は、日本においては、憲法 21 条 1 項の表現の自由をめぐる論点の一つとさ
れている。反論権は 1970年代にアメリカの学説が紹介されたことにより議論が始まり（１）、いわゆる
サンケイ新聞事件の発生によって盛んに議論されたが、最高裁の否定的な見解が明確に示されたこと
により（最判 1987［昭和 62］年 4月 24日）、議論は下火となっていった。学説の大半も、反論権がマ
スメディアの有する表現の自由に萎縮的効果を及ぼす危険性を指摘し、否定説に立っている。そして、
その立場は、学説においてはいわば定説に近く、肯定説は異説として少数の学者が主張しているのみ
である（２）。反論権は、現在では憲法やマスメディア法の教科書等でエピソード的に言及されるに過
ぎない存在となっている［曽我部 2005a：2-4］。それゆえ、反論権の問題は、表現の自由をめぐる議
論の末席に追いやられ、典型的な憲法体系書等においても、わずか数行、多くてもせいぜい 1頁余り
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で処理されているのが通例である。 
かかる現状の下、筆者は本稿において、反論権を再検討し、反論権に新たな意義を付与することに
よって、反論権を積極的に活用する途を模索したい。具体的には、まず反論権の概念を押さえた上で、
マスメディア規制の必要性を憲法の二大目的（基本的人権の尊重、国民主権）の観点から論証してい
く。その際には、“マスメディアの第四権力化”がキーワードとなる。つぎに、反論権の現代的意義を
考え、これまでの学説の議論のいくつかを見ていく。そして、それらを踏まえて、反論権肯定のため
に、マスメディア規制の憲法規範的な論理を構築していく。その際には、①マスメディアの第四権力
化、②「個人の表現の自由」と「マスメディアの表現の自由」との違い、③マスメディアの社会的役
割という三つの視点が重要となる。最後に、試論として筆者が考えるあるべき反論権法、すなわち“マ
スメディア規制の手段としての反論権”の内容を述べる。その際には、マスメディアの持つ特質、そ
の本質をつねに意識しながら論を進めていきたい。 
 
2. 反論権の概念 
 
日本の学説は、反論権（the right of reply）という概念と共に、いわゆるアクセス権（the right of access）
という概念も使用しているが、両者はいずれも多義的概念である。よって、それぞれの具体的内容や
両者の関係の捉え方は、論者により微妙なニュアンスの違いがあり、様ざまである。すなわち、反論
権とアクセス権とを相互互換的概念と解する見解がある一方、アクセス権をおよそ市民が何らかの形
でマスメディアを利用して自己の意見を表明できる権利として広く捉え、反論権はその一部分に過ぎ
ないと解する見解も存在する［佐藤 2011：282-283］。この点、通説的見解は、アクセス権を、情報の
受け手である一般国民が、情報の送り手であるマスメディア（３）に対して、自己の意見の発表の場の
提供を要求する権利と解し、その典型的内容として、意見広告の掲載を求める権利と反論権とを主張
する。その際、反論権を、マスメディアで自己の名誉等につき批判・攻撃された場合に反論文の掲載
ないし反論の機会の提供を請求する権利と定義している［芦部 1998：273-274］。このように、反論権
を、アクセス権の下位概念、換言すればアクセス権の一内容と考えるのが、学説の一般的理解と言え
る。 
およそ学問において、研究対象を明確に定義づけ、それを前提に論理を展開するのは必須のことで
あり、その作業は、議論の出発点として、相撲で言えばいわば土俵の設定と評しうる。よって、研究
対象の定義づけは、決して疎かにはできず、緻密な検討が要請される。かかる観点からして、筆者は
アクセス権と反論権とをつぎのごとく定義づけして以下の論理を展開していきたいと考える。すなわ
ち、アクセス権を、まず、①名誉毀損を前提として、その救済手段の一つとしての反論する権利（最
狭義）、②名誉毀損を前提とせず、記事等により批判・攻撃を受けた者が同一のメディアに同一のスペ
ースを使って無料で反論する権利（狭義）〔以上、限定的アクセス権〕、③マスメディアが一つの見解
を伝えたとき、それと異なる意見を持つ個人・団体が自らの見解を伝えるよう要求する権利（広義）、
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④自己の意見をマスメディアを利用して伝えられる権利（最広義）〔以上、一般的アクセス権〕の四つ
に分類する。そして、これらのうち、いわゆる反論権は、①と②であり、①を狭義の反論権と、②を
広義の反論権と定義する［右崎 1994：137-142］。そのうち、①の狭義の反論権は、民法 723条にいう
「適当な処分」の解釈として反論文掲載や反論放送が認められるかの問題として議論される（この点、
学説は否定的）。これに対し、主として憲法上の議論の対象となるのは、②の広義の反論権を憲法 21
条 1項の表現の自由を根拠にして認めることができないかという問題である。具体的には、反論権を
認める法律の規定（いわゆる反論権法）がなくとも憲法 21条 1項を直接の根拠にして広義の反論権を
認める方法と、国会が反論権法を制定することにより広義の反論権を認める方法とが議論される［曽
我部 2005a：2-4］。以下、この問題を中心に論を進めていく。 
 
3. マスメディア規制の必要性 ― マスメディアの第四権力化 
 
これまでテレビ・ラジオ・新聞・雑誌等のマスメディアは、法的にも、政治的にも、社会的にも、
その有用性を認められて肯定的に評価されるのが通例であった。とりわけ憲法学の領域では、マスメ
ディアに人権享有主体を認め、表現の自由を始めとする自由・権利を最大限に保障する解釈が模索さ
れてきた。マスメディアの持つ表現の自由の制限、特に法的な制限を積極的に主張することは、ほと
んどなかったと言える。しかし、確かにその社会的有用性は否定しえないものの、現実のマスメディ
アの活動を直視するならば、そのもたらす社会的弊害は決して小さくはない。筆者は、憲法規範的観
点からして現代の巨大マスメディアは一定限度で法的に規制されるべきと考えている。そして、マス
メディア規制の一手段として、反論権を活用することを検討している。この点、巨大マスメディアを
規制する具体的必要性は、憲法規範的には①基本的人権の尊重の原則（憲法 11 条・97 条）と②国民
主権の原則（憲法前文・1 条）という憲法の二大目的から説明しうる。その際のキーワードは“マス
メディアの第四権力化”である。 
 
3.1. マスメディアの第四権力化 
現代社会においては、本来、一私人に過ぎなかったマスメディアが巨大化し、権力化した結果、社
会的権力としてきわめて強大な力を持つようになっている。実際、巨大マスメディアが社会に及ぼす
強い影響力は、事実上、国家権力に匹敵するとさえ言いうるほどである。これが、いわゆるマスメデ
ィアの第四権力化といわれる社会現象である。この現象は、現代が情報にきわめて高い価値を認める
高度情報社会であり、巨大化したマスメディアに大量の情報が一極集中する傾向にあることが最大の
原因である。高度情報社会においては、多くの情報を所有する情報強者が社会的にも強者となりうる
のである。確かにパソコンの普及によって、個人がインターネットを通じて多くの情報を容易に入手
できるようにはなったが、その大半は内容が不確かな匿名の個人的意見や感想、つぶやき等であり、
信頼性や有用性の点で問題が多い。やはり巨大マスメディアが、人・金・物を駆使して世界中に張り
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めぐらせた情報網を活用し、組織的におこなう情報収集には到底かなわない。 
そもそも「第四の権力」という言葉の原語は、英語の“The Fourth Estate”であり、“第四番目の社
会的財産”という意味である。これは、19世紀のイギリスで、社会の木鐸としての新聞の役割を高く
評価し、①僧侶出身の上院議員、②貴族出身の上院議員、③下院議員につぐものとして新聞記者を社
会的に位置づけたものである。このように、この言葉は、もともとプラス評価の言葉だったのである
［山口・渡辺・岡 2001：293］。現在でも、政治的共同体のなかでマスメディアが果たす権力統制機能
を象徴的に表しているのが「第四権力」という言葉であるとして、この言葉を肯定的に解する見解も
ある［浜田 1993：16］。しかし、この言葉は、現在では、巨大化したマスメディアの権力性を原因と
した社会的弊害を問題視し、現代のマスメディアに批判的な言及をするために使用されるのが通常で
ある。以下、現代のマスメディアがもたらす社会的弊害につき、①基本的人権の尊重の原則と②国民
主権の原則という憲法の二大目的の観点から論じていく。 
 
3.2. 基本的人権の尊重の原則の観点から 
第四権力化した巨大マスメディアが、報道を通じ、基本的人権の尊重原則を侵害しかねない事例が
生じている。かかる原則に対する脅威の具体例としては、マスメディアが引き起こす、メディアスク
ラム（集団的過熱取材）や報道被害、冤罪事件等が挙げられる。その中でもきわめて切実な問題とし
て認識されている社会的弊害が、報道被害である。報道被害の事例には枚挙に暇がないが、特に近時
の松本サリン事件はその典型例と言える。 
松本サリン事件とは、具体的には、1994（平成 6）年、長野県松本市で有毒ガスであるサリンが発
生し、多数の死傷者をだした事件のことであるが、多くのマスメディアは、当初、未だ逮捕さえされ
ていない第一通報者の会社員をあたかも犯人であるかのように連日連夜、報道した。そのため、本当
は被害者であったにもかかわらず、同氏およびその家族に多大な精神的、肉体的、社会的な苦痛を与
えてしまった。のちに同事件は、いわゆるオウム真理教による犯行であったことが裁判により明らか
となっている。この事件を通じて、マスメディアにおける犯罪報道のあり方が改めて社会的に大きく
問われることになった。 
確かに憲法規範の第一次的な名宛人は国家である。しかし、かかる犯罪報道における巨大マスメデ
ィアの人権侵害を放置するならば、もはや憲法の大原則である基本的人権の尊重の原則を実現するこ
とはできない。憲法がこのような行為を漫然と放置する趣旨とは解し難い。とするならば、「人権を侵
害するなかれ」という憲法規範を巨大マスメディアに対しても向ける必要性があるのである。 
 
3.3. 国民主権の原則の観点から 
また、現代社会におけるマスメディアの第四権力化によって、巨大マスメディアが、報道を通じ、
国民主権の原則を侵害しかねない事例も発生している。その具体例としては、マスメディアが行う、
やらせ報道や恣意的な情報操作、偏向報道等が挙げられる。このような不当な報道が政治報道につい
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てなされるならば、国民の政治的意思決定を誤導し、歪め、真の民意にもとづく政治は実現不可能と
なり、国民主権はもはやありえない。とりわけ、その危険性は選挙報道において特に顕著と言える。
英語にも、メディア・イベント（media event）という言葉があり、マスメディアによって仕組まれた
事件や報道を意味する。これは日本語における「やらせ」に相当する言葉と言える。かかるマスメデ
ィアの弊害は、まさに各国共通の問題なのである。この点、いわゆるテレビ朝日報道局長発言問題が
その危険性を示す日本での典型例と言える。 
テレビ朝日報道局長発言問題とは、具体的には、1993（平成 5）年、当時のテレビ朝日報道局長が
民間放送連盟の私的会合で、同年におこなわれた衆議院議員選挙時の報道番組制作にあたり、非自民
政権の実現に向けて政治的に恣意的な配慮をしたという趣旨の発言をした事例のことである。のちに
国会でそのことが問題にされ、同氏の国会喚問にまで発展し、同氏は放送法で禁止されている偏向報
道をおこなった事実を認めた。この事件を通じて、マスメディアにおける選挙報道のあり方も改めて
社会的に大きく問われることになった。 
かかる選挙報道における巨大マスメディアの不当な報道を放置するならば、もはや憲法の大原則で
ある国民主権の原則の実現はありえない。憲法がこのような行為を漫然と放置する趣旨とも解し難い。
とするならば、「国民主権を侵害するなかれ」という憲法規範を巨大マスメディアに対しても向ける必
要性があるのである。 
 
4. 反論権の現代的意義 
 
20世紀においては社会全体の情報量が膨大となったために、発信に先行する情報収集自体が個人で
は非常に困難となった。その中で、現代福祉国家は、私人に関する情報を膨大に収集、蓄積、利用し
ているにも拘らず、その多くに守秘義務を課し国民に公開していない（４）。かかる状況の下で、国民
主権を実現するために、表現の自由を情報の受け手の側から再構成し、新しい人権として国民の知る
権利が保障された（憲法 21条）。この知る権利のために、マスメディアの持つ報道の自由や取材の自
由等の表現の自由は一般国民よりも強力に保障されている（５）。例えば、公務員にその秘密の開示を
求める行為は、一般国民がおこなえば犯罪となるが、マスメディアがおこなった場合には正当業務行
為として違法性を欠き、免責されうる（刑法 35条、外務省機密漏洩事件の第一審判決・東京地判 1974
［昭和 49］年 1 月 30 日）。また、人の名誉を棄損する表現は、一般国民がおこなえば犯罪となるが、
マスメディアがおこなった場合には公益目的が推定される結果、構成要件該当性を欠き、免責されう
る（刑法 230条の 2、月刊ペン事件・最判 1981［昭和 56］年 4月 16日、夕刊和歌山時事事件・最大
判 1969［昭和 44］年 6月 25日）。 
しかし、巨大なマスメディアが出現し、そこに情報が集中するようになると、マスメディアが情報
の発信を独占する傾向が非常に強くなった。そのため、情報の送り手と受け手の分離現象が生じてい
る。すなわち、現代社会においては、情報が巨大化し、権力化したマスメディアに一極集中し、個人
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はもはや情報の「送り手」では在りえず、単なる情報の「受け手」に甘んじざるをえないのである。
そこにおいては、マスメディアが編集権や取材源秘匿権等の表現の自由を恣意的に行使することによ
り情報操作や世論誘導をおこなうなど、マスメディアがかえって国民の知る権利を侵害するという状
況が生じた。確かに、パソコンが急激に普及し、インターネット化した現代社会では、誰もが情報の
「送り手」となることや、また、大量で多様な情報を受け取ることも可能となりつつあるが、情報の
送り手と受け手の分離現象の問題性が解消されたものとは言い難い。よって、知る権利のために、逆
にマスメディアの持つ編集権や取材源秘匿権等の表現の自由を制限する必要性が高まったのである。
かかる議論の中で、新しい人権として提唱されたのが反論権なのである［甲斐 2008：316-319］（６）。
すなわち、その状況を打開すべく、マスメディアの巨大化・独占化のもとで情報の「受け手」の地位
に固定化された国民を、一定の範囲内で、「送り手」の地位に復権させることを目指し、また、同時に、
そのことを通じて国民の受け取る思想・情報の多様性を確保するために、反論権が主張されたのであ
る。 
このように従来の学説は、反論権を、個人の持つ表現の自由や知る権利を実質化するための一手段
として捉えてきた。すなわち、あくまで情報の受け手たる個人の側から反論権を構成していたのであ
る。しかし、筆者は、反論権をより広い視野から捉え、巨大化し、権力化したマスメディアがもたら
す社会的弊害を除去するための一手段、いわばマスメディア規制の一方法と考えることを提唱したい。
すなわち、反論権を、社会的弊害をもたらすマスメディアの側から構成するのである。このように反
論権を再構成し、現代的意義を付与することによって、より憲法価値の実現に資する反論権を産み出
しうると考える。具体的には、前述した犯罪報道と選挙報道においてマスメディアのもたらす弊害を
除去するために、犯罪報道における被疑者と選挙報道における立候補者に反論権を認めるのである。
そのための憲法規範的な論理と具体的な権利内容につき、以下、検討していく。 
 
5. 学説の検討 
 
反論権否定説からは、①マスメディア側の情報伝達活動に萎縮的効果をもたらす可能性がある。②
マスメディアの表現の自由のために制度的保障が与えられるべきマスメディアの編集権を侵害する
［芦部 1998：275］。③言論抑圧法としてマスメディアへの国家統制の道を開く危険がある。④マスメ
ディアが没個性化、画一化へと向かう可能性がある［佐藤 2011：282-283］。⑤表現の自由は、国家か
らの自由という自由権的側面（消極的な妨害排除を求める権利）にとどまり、社会権的側面（積極的
な作為を求める権利）までは含意しない。⑥表現の自由のような自由権の社会権的側面には私人間効
力を認めるべきではない［樋口 1978：127-146］等が主張されている［韓 2005：194］。 
前述のごとく、巨大マスメディアが第四権力化し、絶大な社会的権力を持ち、憲法の保障する基本
原理の実現を侵害しかねないことから、社会的弊害を除去するために、マスメディア規制の一方法と
して反論権を活用することを提唱したのであった。とするならば、受刑者の身体的自由の保障が自由
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刑廃止の理由とはならないのと同様、萎縮的効果論や情報の没個性化・画一化論は反論権否定の理由
とはならない。社会的弊害を除去しつつ、言論抑圧法としては機能しない反論権の具体的内容こそが
検討されるべきであろう。この点、ヨーロッパ諸国の多くは反論権法を持っているが、そのためにマ
スメディアの自由な表現活動が大きな萎縮的効果を受けているという指摘はほとんどない。よって、
日本においても、マスメディアに大きな萎縮的効果を与えないような形の反論権立法を制定すること
は、憲法上許容されると考えられる［市川 2003：32］（否定説①③④について）。また、自ら公器（公
的機関）を標榜する巨大マスメディアが社会的弊害を生み出しながら、私人（私的機関）として表現
の自由を楯に責任を回避しようとする在り方こそが問われる必要がある。公的機関であるならば、一
定の規制は不可避なのである。その意味で、マスメディアの編集権も決して聖域ではないのである（否
定説②について）。さらに、憲法 21条 1項から知る権利を導き出し、それに社会権的側面（積極的な
作為を求める権利）を認め、国家に対する情報開示請求権の根拠とすることは学説でも一般的に認め
られている。また、自由権とのみ解されていたプライバシーの権利（憲法 13条）に社会権的側面を肯
定し、それに私人間効力を認め、個人情報保護法制がつくられていることにも留意すべきである。こ
の点については、このあと右崎正博の学説を詳述する［右崎 1994：137-142］（否定説⑤⑥について）。 
つぎに、反論権肯定説のなかで筆者がぜひ参考にしたいと考える堀部政男と右崎正博の学説を検討
していく。まず最初に、1974（昭和 49）年に「アクセス権論」という論文を発表し、アクセス権や反
論権という概念が包括的に日本で議論される嚆矢となった堀部政男の学説を見ていく。堀部は、表現
の自由における構造変化を“二極構造から三極構造へ”というフレーズで象徴している。すなわち、近
代社会における言論の自由は、理念的には「国家からの自由」、換言すれば、国家によって言論を抑圧
されない自由を意味し、言論の自由をめぐる緊張関係は、国家権力と言論主体との間に存在していた。
ここにおいては、メディアと市民は一体となって国家による言論抑圧と戦ってきた。これは、表現の
自由における二極構造と把握することができる。ところが、資本主義が高度に発達した現代社会にお
いては、メディアはマス化し、集中化し、独占化の傾向をますます強めているが、一方、一般市民は
マスメディアから疎外されている。かかる状況の下、情報の「送り手」と「受け手」の分離現象が生
じ、しかも、両者の間には、互換性が喪失してきている。ここにおいては、本来、言論の自由の享有
主体として一体のものと考えられてきた、メディアと市民の間に一定の対抗関係が生じるようになり、
現代的言論状況は、かつてのメディア＝市民対国家という二極構造から、市民とマスメディアと国家
という三極構造への移行として特徴づけられるようになったとする。そして、このようなマスメディ
アと市民の間の対抗関係により、言論の自由の本来的享有主体である市民が、大量的な伝達手段であ
るマスメディアに対して、自己の意見を何らかの形で伝達するように要求しても、マスメディアが、
自らの表現の自由を主張して、市民のアクセスを拒絶する事態が生じている点を指摘する。そして、
これがやがて市民とマスメディアとの対立意識を生み出す危険性が高いとする［堀部 1978：31-32］。 
したがって、そこからマスメディアと市民の対抗関係を調整するために国家が介入する状況が承認
され、市民とマスメディアと国家が、時には相互にチェック・アンド・バランスの関係に立つような、
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それぞれが三角形の頂点に位置する三極構造が要請されてくる［堀部 1978：36］。そこでは、マスメ
ディアは、国民が国政に関与する上で必要な判断材料を提供する機能を果たしている限りにおいて、
あるいは国民の知る権利の要求を満たしている限りにおいて、国民から相対的に独立し、自らの表現
の自由を行使しうると考えるべきである。そして、この信頼関係が破綻した時には、国民の表現の自
由の優先性が貫かれるという原則が発動されるべきとする［堀部 1978：227］。具体的には、重要な政
治的・社会的事項について公平に扱っている限りにおいては、反論の機会を与える必要はないが、そ
れが崩れた時には、たとえ無料ででも反論を認めなければならないとして、原則的に反論権を肯定し
ている［堀部 1977：288-289］。 
筆者は、堀部の主張している二極構造、三極構造と対比・対照すべく、マスメディアが国家の側に
立ち、ともに市民の基本的人権を侵害する、市民対国家＝マスメディアという、いわば新二極構造の
危険性を指摘したい。すなわち、巨大化し、権力化したマスメディア（マスメディアの第四権力化）
が、国家の側に立ち、ともに市民の基本的人権を侵害するならば、有効・適切な表現手段を持たない
一市民はただ拱手傍観せざるを得ない。法的に私的機関であり、表現の自由の享有主体であるマスメ
ディアが、表現の自由の錦の御旗の下、市民の基本的人権を侵害する場合には、司法的救済すら著し
く困難となりかねない。前述のごとき報道被害や恣意的な情報操作等の現代マスメディアがもたらす
社会的弊害を見るにつけ、かかる新二極構造の現実化の危険性を痛感する。この点、堀部の主張する
ごとく、反論権を認め、市民とマスメディアと国家のそれぞれが三角形の頂点に立ち、相互にチェッ
ク・アンド・バランスの関係を保つ三極構造の実現が、現代社会においては、ますます要請されてき
ていると考える。 
最後に、すでに新しい人権として確立している知る権利やプライバシーの権利との対比により、反
論権を憲法 21条 1項に論理的に根拠づける右崎正博の学説を見ていく。この見解は、きわめて論理的
である点で特に注目に値する。この見解は、知る権利との対比から憲法 21条 1項の表現の自由に反論
権の根拠を求め、また、憲法 13条のプライバシーの権利との対比から反論権に私人間効力を認めてい
る。すなわち、憲法 21条 1項の表現の自由が、表現活動が国家によって妨げられないという自由権的
保障のみならず、国家に対して情報の開示を積極的に求める請求権的保障まで含み、そこから知る権
利が導き出されるという解釈は、一般的に承認されている。この点、同条項は、言論と情報の多様性
を維持し、情報の自由な流れを確保するために国家に対し積極的責務を課しているが、それは国民に
対しなお抽象的権利の保障を与えるにとどまるもので、これを具体化するためには具体的立法による
媒介を必要とする。同条項が、このような国家の積極的責務と国民に対する抽象的権利保障とを含む
ことを考えれば、言論と情報の多様性を維持し、情報の自由な流れを確保するために、一定の場合に
反論権を認める立法を制度化することが、同条項の趣旨と矛盾すると考える必要はない。憲法上の反
論権とは、このように知る権利を具体化する情報公開制度の下で認められる情報公開請求権と類似の
法構造を持つものとして把握することができるとする。 
しかし、このように解したとしても、そこから直ちに私人に対する反論請求権やそれに対応する私
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人の作為義務が導かれる訳ではないが、この点は、憲法 13条のプライバシーの権利における議論を援
用しうるとする。すなわち、かつて「ひとりで放っておいてもらう権利」としてもっぱら消極的な自
由権的側面においてのみ捉えられてきたプライバシーの権利が、その後の社会の発展、とりわけマス
メディアの集中独占化と情報技術の発展を背景として、今日では「自己に関する情報をコントロール
する権利」、すなわち積極的な請求権的側面を持つ権利と捉え直され、自己情報開示請求権や訂正請求
権等の保障を含むものと解されている。さらに、それが単に国家に対してのみならず、私人に対して
も保障されることを当然の前提として、種々の個人情報保護法制が制定されている。とするならば、
それと全く同様の論理で、本来的に消極的な自由権たる表現の自由に積極的な請求権的側面を認め、
そこから反論権を導き出し、私人に対する反論請求権やそれに対応する私人の作為義務を肯定するこ
とができるとする。かかる論理で反論権に私人間効力を肯定している。そして、右崎は、結びとして、
憲法 21条 1項が言論と情報の多様性を維持し、情報の自由な流れを確保すべき国家の責務を通してマ
スメディアの側に一定の作為義務を課すことがあると考えたとしても決して不当ではなく、現代のマ
スメディアの状況を前提にすれば、反論権は広く認められるべき旨を述べている［右崎1994：137-142］。 
筆者は、かかる右崎の見解が、憲法論、すなわち憲法 21 条 1 項の解釈論として、反論権を説得的
に論証している点で、前述のアクセス権と反論権の概念区別の見解と併せて、きわめて高く評価しう
ると考える。知る権利やプライバシーの権利を引き合いに出して論証していることが説得力を増して
いる。このように反論権は、これまでの典型的な憲法解釈にかんがみても十分に肯定しうるものなの
である。 
 
6. マスメディア規制の憲法規範的な論理 ― 反論権肯定のために 
 
以上の学説の議論を踏まえ、反論権を肯定するために、①マスメディアの第四権力化、②「個人の
表現の自由」と「マスメディアの表現の自由」との違い、③マスメディアの社会的役割という三つの
視点から、マスメディアの表現の自由を制限する憲法規範的な論理を考えていく。 
 
6.1. マスメディアの第四権力化 ― 法人の人権論 
マスメディアは、法的には営利社団法人であり、「人（私人）」として法的権利能力を有し、人権享
有主体性も有する。この点、最高裁判所は、いわゆる八幡製鉄政治献金事件において、憲法第 3章の
保障する権利は性質上可能な限り内国の法人に保障されると判示している（最大判 1970［昭和 45］年
6 月 24 日）。このように、マスメディアは法的には決して「権力」ではない。しかし、前述したよう
に、マスメディアは世界各地に支局を置くことにより、個人（自然人）とは比べものにならないほど
膨大な情報を組織的に入手しうる。また、国内的には国会や主要な行政官庁に記者クラブを置いたり、
法廷に記者専用席を置いたりすることにより、個人では取得しえない情報を優先的に入手しうる。こ
のようにして得られた情報を使い、マスメディアは第四権力とも言いうる絶大な社会的権力を行使す
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ることができ、その社会的影響力は政治権力に比肩し、個人でそれに対抗することは不可能に近い。
例えば、高視聴率テレビ番組で、納豆やバナナで効果的ダイエットができると放送された途端、翌日
には納豆やバナナが売り切れるなど、マスメディアは、社会的影響力の点で、個人とは大きな違いが
ある。また、ジーンズやハンバーガー等のアメリカ文化を世界に拡散するためにマスメディアが果た
した役割にかんがみれば明らかなように、マスメディアは、個人とは比較にならない文化的影響力も
持つ。前橋市役所や伊勢崎市役所と読売新聞やテレビ朝日を比べた場合、どちらの社会的影響力が強
く、他者の人権を侵害する危険性が高いかは言うまでもなかろう。 
筆者は、巨大マスメディアはもはや個人よりも政治権力に近い存在であり、その権力性ゆえに個人
よりも強くマスメディアを規制することは許されると解する。“マスメディアの第四権力化”という言
葉は、まさにかかる意味に解釈されるべきである。この点、商法学者の上村達男のつぎの問題提起は
非常に示唆に富む。すなわち、「法人をヒト並に扱えば扱うほどにヒトの価値が薄められる。憲法は生
身の人間の人権の尊重には熱心だが、法人を人並みに扱うことに対する警戒心は十分であろうか。法
人の人権と言えば、財産権が論じられることは多いが、それに対する制約原理は抽象的な公共の福祉
であり、そこには法人の運営主体ないし法人の運営目的、法人の行動の一切が、基本権を有する人間
主役の構造になっているか、といった問題関心は乏しいのではなかろうか」［上村 2009：35］。また、
憲法学者の樋口陽一も、憲法史上の認識の問題として、人権はもともと“中間団体（法人）からの人
権”という課題を背負って登場してきたことを忘れてはならず、今日の実定憲法解釈の問題としても、
法人の権利主体性が法律以下の法規範によって認められるようになったということと、法人が自然人
＝個人と同じ意味で憲法上の権利の主体と考えてよいかということとは、別の事柄であると主張して
いる。さらに、思想・良心の自由や表現の自由、参政権等は、本来、自然人＝個人のものであり、今
日でも、自然人＝個人の憲法上の権利と「同様」の資格でそれと対抗的に法人が主張することはでき
ないものと考えるべきであるとする。そして、諸個人の人権を中心におく見地からすれば、巨大法人
が大きな社会的役割を演ずるようになっている今日だからこそ、「法人の人権」ではなくて「法人から
の人権」が問題とされる必要があると結論づけている［樋口 2010：182-184］。これまでの憲法学では、
法人を人並みに扱うことに対する警戒心が極めて乏しかったように思える。法人を人間並に扱えば扱
うほど人権が尊重されるかのような錯覚がなかったであろうか。法人の利益がつねに人間の利益に直
結するものではないことは、企業の業績や資本がいくら上昇しようとも、それがあまり個人の生活の
向上に反映されてはいないように見える昨今の経済状況にかんがみれば、明らかであろう。法人は、
時にはモンスターのごとく人間に襲いかかり、人間の人権を侵害するものだという警戒心は決して忘
れてはならないであろう。 
 
6.2. 「マスメディアの表現の自由」と「個人の表現の自由」 
マスメディアの表現の自由と個人の表現の自由との関係については、つぎの三つの視点が考えられ
る。すなわち、①これら二つの自由が等価であり、交換可能なものとして取り扱うと考える。②これ
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ら二つは別個の意味を有し、マスメディアの制度的保障を唱えると考える。③マスメディアの自由は
個人の自由の価値を促進する限りにおいてのみ保障される手段的な自由であると考える［山口 2007：
160-161］。この点、筆者は、マスメディアの表現の自由と個人の表現の自由とは本質的に異なり、少
なくとも個人の表現の自由を制約する場合に適用される厳格な違憲審査基準は、マスメディアの表現
の自由には適用されないと考える。 
そもそも表現の自由に人権体系上、優越的地位が認められ、厳格な違憲審査が要請される根拠は、
通常、㋐自己実現の価値（個人の人格を形成・展開させる機能）、㋑自己統治の価値（立憲民主主義を
維持・運営させる機能）、㋒思想の自由市場論（真理への到達機能）にある［芦部 2011：170］。この
点、①個人の表現の自由が、第一義的には自らの人格の発展、向上のためであるのに対して、マスメ
ディアには人格はなく、マスメディアの表現の自由は人格とは関係がない。②個人の表現の自由には、
国民主権原理の下での主権者としての自らの政治的意思表明という意義があるが、マスメディアは主
権者ではなく、選挙権も持たない。③マスメディアの表現の自由は、それにより情報の自由な流れを
確保することで、民主的な政治過程を維持し、個人への自律を支える情報提供を十全ならしめる。こ
のように、マスメディアの表現の自由は、マスメディア自体の利益というよりも、情報の受け手たる
個人の利益、ひいては社会全体の利益を根拠としている。その点で、個人の表現の自由とは決定的に
異なるのである。そして、そのことは、個人レベルの送り手には認められない特権をマスメディアに
認める根拠となるとともに、マスメディアの表現の自由を特別に制約する根拠ともなるのである［長
谷部 1992：37］。④自由市場の前提は対等な当事者の存在だが、前述したようにマスメディアと個人
との力の格差は歴然であり、両者は対等な当事者では全くない。⑤マスメディアは、営利社団法人と
して営利性にその本質があり、商業主義と不可避の関係にあるが、個人は営利性を本質とはせず、通
常は商業主義とは無関係である。⑥マスメディアとりわけ放送メディアは、特許産業であり、法的に
国の関与・干渉が大幅に及ぶ構造にあり、国家の意思により統制される危険性があるが、個人と国と
はそのような関係にはない。⑦歴史的にも、マスメディアには個人の人権保障のために国家権力と戦
った事実とともに、国家権力の国民統制に協力した歴史もあり、マスメディアの表現の自由と個人の
それとは、歴史的経緯を異にする。このようにマスメディアの表現の自由と個人のそれとは、かなり
異質なものであり、優越的地位論を同様にあてはめることは不当である。 
この点、「個人の表現の自由」と「マスメディアの表現の自由」の違いを考えるにあたっては、「人
権」と「憲法上の権利」との区別を前提にした長谷部恭男の見解が大いに参考となる。長谷部は、以
下のように主張する。すなわち、憲法上の権利の中には、㋐生来の人権の一環として社会全体の利益
に反するとしても保障されねばならない権利と、㋑社会全体の利益を理由として保障されており、時
には同じ社会的利益の効果的実現やより重要な社会的利益のために制約されるべき権利とが含まれて
いる。後者は「憲法上の権利」と呼び、前者の「人権」とは明確に区別するべきである（７）。この点、
後者の典型例として、マスメディアの表現の自由が挙げられる［長谷部 2011：95］。公共財といわれ
る社会全体にとっての利益や価値の中には、道路や橋の建設、ゴミの処理など、時宜に応じて促進さ
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れ、提供されるべきものと、社会生活のより根底にあり、社会に生きる人びとの生き方や考え方の基
礎をなすようなものとがある。民主的な政治体制や、その不可欠の構成要素であるマスメディアの表
現の自由は後者にあたる。マスメディアの表現の自由の根拠は、マスメディアの表現活動が公共財と
しての性格を持つ点にある［長谷部 1992：14-15］。マスメディアが独占的な情報提供者として機能し
うるのは、個人や小規模のメディアとは比較にならないほど、巨額の資金を調達し、膨大な情報の収
集・処理および伝達の機構を維持する能力を備えているからである。言い換えれば、マスメディアに
属する人びとの増幅された表現の自由（例えば、報道の自由、取材の自由、編集の自由、取材源秘匿
権、放送用周波数帯の独占的利用権など）は、実は巨大な財産権が姿を変えたものなのである［長谷
部 1992：36］。 
前述したように、マスメディアの表現の自由は、マスメディア自体の利益保護が目的ではなく、情
報の自由な流れを確保することで、情報の受け手たる個人の利益、ひいては社会全体の利益を保護す
ることを目的としている。その点で、マスメディアの表現の自由が公共財としての性格を有すること
は確かである。また、前述した巨大マスメディアの第四権力としての力は、営利社団法人たる会社に
おける巨額な資本にもとづくものである。よって、マスメディアの表現の自由は、マスメディアの財
産権が姿を変えたものと解することも可能であろう。このように、マスメディアの表現の自由が、公
共財の一部であり、財産権の変形であるとするならば、消極的・警察的な規制のみならず積極的・社
会政策的な規制を受けることも認めざるをえないであろう。 
行為主体の巨大な経済力と影響力から生じる権力性を根拠にして、その行為主体の表現の自由を制
限することを認める議論は、実はこれまでにも存在した。すなわち、前述の八幡製鉄政治献金事件に
おいて最高裁は、「憲法第三章に定める国民の権利および義務の各条項は、性質上可能なかぎり、内国
の法人にも適用されるものと解すべきである」と判示していることから、法人にも自然人と全く同じ
程度に政治的行為をなす自由（表現の自由を根拠とする）としての政治献金の自由を認めたと解釈す
るのが一般である。通説は、かかる判例に対して、会社の巨大な経済力と影響力に鑑み、憲法上、自
然人と同一の自由が保障されているとすることには疑問が残るとし、時には公権力に準ずるものとし
て人権を主張しえない場合がありうるほか、実質的公平の原理の観点から、その政治活動の自由が自
然人の場合よりもより強く規制されることがありうるとして批判している（８）。すなわち通説は、憲
法 21条 1項の表現の自由の一環として認められている政治活動の自由につき、主体の巨大な経済力と
影響力から生じる権力性を根拠に制限することを肯定しているのである。とするならば、かかる通説
の理論をマスメディアの自由に対しても同様に適用し、その自由を制限することは不可能ではなかろ
う。すなわち、権力化した巨大マスメディアの表現の自由を、その巨大な社会的影響力から生じる権
力性を根拠に制限するのである。かかる見解に立てば、マスメディアは法人として自然人と同様、原
則的に諸自由を享受しうる存在であるも、その自由は、権力性を根拠に、外にいる自然人の自由との
関係で、特に制限されうるものと考えるべきことになる（９）。 
また、少年法 61 条は、罰則規定はないものの、罪を犯した少年の実名や顔写真を掲載することを
 反論権再考 69 
 
禁止している（推知報道の禁止原則）。これは、少年犯罪について、推知報道の禁止という形での匿名
報道原則を採用したものである。よって、マスメディアは、少年犯罪の報道については、年齢、顔写
真等を含め実名報道はしていない。このように、同規定は、結果的にマスメディアの表現の自由を大
きく制約することになる。この規定は、少年法の目的が、犯罪少年の処罰ではなく、少年犯罪の原因
は少年の人格的な未成熟さにあり、また、少年は人格の可塑性に富んでおり十分に改善しうるという
観点から、国が親となって（国親思想）、教育し更正を促して、社会復帰させることにあることにもと
づくものである（少年法 1条）。その法的根拠については、学説上、争いがある。学説では、㋐少年の
改善更生・社会復帰を目的とした刑事政策的観点とする見解、㋑プライバシー権・名誉権等の人格権
に基づく実名報道をされない権利の観点とする見解、㋒子どもの成長発達権の尊重の観点とする見解
などが主張されている（１０）。この点、同条はあくまで少年の改善更生・社会復帰を目的とした刑事政
策的規定と解するのが多数説である［田宮・廣瀬 2001：431］。この規定については、この限度での推
知報道のみを禁止したのでは、少年のプライバシー権を確保しえず、氏名や顔写真等の報道を包括的・
絶対的に禁止しているのは、表現の自由を侵害するとする見解も学説では強い［松井 2000：130-139］。 
判例はともかく、学説では、表現の自由の優越的地位からして、表現の自由を政策的に規制するこ
とは許されないと考えているはずである。だが、少年法 61条については、少年の改善更生・社会復帰
という刑事政策的な目的からマスメディアの表現の自由を制約しているにもかかわらず、合憲とする
のが多数説である。確かに、少年の改善更生・社会復帰を図ることは政策的に重要なことであり、ま
た、罰則規定を欠く点で制約としてはソフトと言える。しかし、それだけの理由で「表現の自由は人
権体系上、優越的地位→内在的制約しか認めない→しかも制約立法の合憲性は厳格に審査」という一
連の大原則を反故にできるものであろうか。もしこれが可能であると言うのであれば、それとの均衡
で、権力化した巨大マスメディアの表現の自由を、その巨大な社会的影響力から生じる権力性を根拠
に政策的に制限することも許されるはずである。 
 
6.3. マスメディアの社会的役割 
商法の世界では、法的には営利社団法人である巨大株式会社に、その社会的影響力の絶大さゆえ、
法の明文なしに社会的責任を認めようとする議論があり（いわゆる企業の社会的責任論）、近時のいわ
ゆるライブ・ドア事件や村上ファンド事件等の影響により、再び企業の社会的責任論が注目を集めて
いるという。この点、社会的影響力の絶大さでは、巨大マスメディアも同様である。また、マスメデ
ィア（あるいは、そこで働くジャーナリスト）には、報道の自由や取材の自由、編集権や取材源秘匿
権等、一般国民には認められていない様ざまな法的な特権が認められているのは、前述した通りであ
る。それらは、究極的には情報の受け手たる一般国民の知る権利を保障するものであるが、権利を保
有し行使する主体はあくまでマスメディアである。さらに、伝統的に日本では市民の中において、マ
スメディアを社会の公器や社会の木鐸とみなす考え方が根強く存在している。そのため、国会や主要
な行政官庁に設置された記者クラブや、法廷に設置された記者専用席等により、個人では取得しえな
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い情報をマスメディアが優先的に入手しうるという、いわばマスメディアの事実上の特権も、何の違
和感なく社会的に受け入れられている。また、マスメディアの側でも、自らが社会の公器や社会の木
鐸であることを自認し、それを根拠に自ら特権を主張することも多い。それらの諸点にかんがみるな
らば、マスメディアに相応の社会的責任を認めるという議論も十分に成り立ちうるはずである（１１）。 
マスメディアとりわけ新聞が、社会の公器として、権力の批判者としての役割を果たしてきたこと
は歴史的事実である。言い換えれば、アメリカ憲法の起草者であるトーマス・ジェファースンの「新
聞は政府の検閲官として奉仕すべきである」という言葉に明らかなように、政府の検閲者としての役
割である［清水 1979：36-44］。これを、権力批判のための番犬機能と表現している論者もいる［駒村
2001：53］。時の権力を監視し、その不正を白日の下にさらすことにより是正することも、歴史的にマ
スメディアが果たしてきた重要な役割なのである。この役割こそ、国民がマスメディアに対してもっ
とも期待するものとさえ言えよう。例えば、1974（昭和 49）年、一ジャーナリストの某雑誌に掲載さ
れた現職総理の金脈についての論文が内閣退陣のきっかけとなった事例が、かかる機能が最大限に発
揮された象徴的ケースと言える。 
また、歴史的にマスメディアは、社会の木鐸としての役割も果たしてきた。すなわち、社会環境を
監視して国民に警告を発し、国民を教え導く役割である。この点、アメリカの学者ハロルド・ラスウ
ェルは、すでに 1949（昭和 24）年の論文において、マスメディアの社会的機能として環境の監視とい
うことを挙げていた。マスメディアは、社会の変化に対して人びとが早期に適応できるように警告を
発したり、また、人びとが決断するのに必要な知識を与える働きをするのである［春原・武市 2006：
119］。例えば、マスメディアが、振り込め詐欺について、その手口等を大々的に報道することにより、
人びとは学習し、詐欺の被害者になることを回避しうるのである。この社会の木鐸としての役割も、
社会の公器としての役割と同様、国民がマスメディアに対して強く期待するものと言える。 
さらに、マスメディアの報道原則を代表するものとして、客観報道（objective reporting）の原則が
ある。この原則の具体的内容としては、①事実を歪めずに報道すること、②記者の主観的意見を排除
すること、③不偏不党、あるいは中立公正であること等が主張されている［駒村 2001：62］。この点、
放送法や 1996（平成 8）年制定の放送倫理基本綱領、2000（平成 12）年制定の新聞倫理綱領なども、
かかる原則を当然の前提にしている。例えば、新聞倫理綱領には、「正確と公正」という表題のもと、
「新聞は歴史の記録者であり、記者の任務は真実の追究である。報道は正確かつ公正でなければなら
ず、記者個人の立場や信条に左右されてはならない」と記されている。また、放送法 4条 1項は、番
組編集にあたって遵守すべき事項として、政治的に公平であること（2号）、報道は事実をまげないで
すること（3号）を掲げ、放送倫理基本綱領にも、「報道は、事実を客観的かつ正確、公平に伝え、真
実に迫るために最善の努力を傾けなければならない」とある。このように、客観報道は、倫理的にも
法的にも、根拠のあるものなのである。また、マスメディア、とりわけ巨大マスメディアが客観的真
実を報道すべきなのは当然のことであり、よってその報道内容は真実に違いないというのが国民一般
の理解であろう。客観報道の原則は、報道機関のみならず国民のなかにも深く浸透し、受容されてい
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る考えなのである。とりわけテレビやラジオ等の放送メディアは、新聞や雑誌等の印刷メディアと異
なり、基本的に放送法等により免許制となっており、また、様ざまな機材や設備、多くの人手等も必
要であることから、誰にでもできる事業ではない。さらに、その社会的影響力も他のメディアと比べ
て相対的に大きい。よって、かかる点からして、放送メディアは公正性・中立性確保の要請がより強
いと言える。 
以上に述べてきた、マスメディアに認められた地位や特権、マスメディアが果たしてきた歴史的役
割、明文化されたマスメディアの役割、国民一般がマスメディアに期待しマスメディアも自認してい
る役割、これらにかんがみるならば、そこから個人とは異なるマスメディアの社会的責任を法的に導
くことは可能と考える。マスメディアが自らの意思で客観報道の原則に従うことを宣言し、中立や公
正、不偏不党を標榜している以上、一定限度で表現の自由がより多く制約されることは少なくとも甘
受せざるをえないであろう（１２）。 
以上に述べてきた、①マスメディアの第四権力化、②「個人の表現の自由」と「マスメディアの表
現の自由」との違い、③マスメディアの社会的役割という三つの視点から憲法規範的に考えるならば、
憲法 21条 1項が広義の反論権を保障していると解することも十分に可能であると考える。ただし、憲
法が保障している反論権の具体的な内容を憲法 21条 1項の解釈によって直接に導くことは、同条には
明文上、何らその手掛かりがなく困難であるし、また、社会の法的安定性や国民の予測可能性も確保
しえない。よって、国権の最高機関（憲法 41条）たる国会によって憲法上あるべき反論権を立法（通
常、反論権法と呼ぶ）により明確化させ、国民に対し提示させるのが妥当である。とするならば、反
論権は、国会の立法によりその内容が具体化されてはじめて裁判規範性を持つ抽象的権利であると解
する。 
 
7. 試論 ― マスメディア規制の手段としての反論権 
それでは国会は、憲法の理念を実現するために、どのような内容の反論権を立法するべきであろう
か。国会が立法するべき反論権の内容が問題となる。この問題を考えるにあたっては、諸外国の反論
権法の内容を検討することがもっとも有益であろう（１３）。この点、反論権の母国フランスの反論権法
を紹介した以下の曽我部真裕の論説が大いに参考となる。すなわち、フランスの反論権法では、①反
論権は新聞または定期刊行物における指名または指示のみによって成立し、名誉棄損等の成立を要件
とせず、訴訟となった場合でもこれを証明することを要しない。もっとも、本人を識別さえできれば
どのような指名・指示であってもこの要件を満たすとすることは困難であり、紙面における一覧表の
中に氏名が記載されているに過ぎない場合など、形式的には指名・指示があったとしても反論権が認
められないことがある。②反論権の行使の局面において、新聞または定期刊行物の発行責任者は、掲
載を求められた反論文を、原記事と同様の条件で掲載することを要する。よって、掲載箇所、活字の
大きさ、分量等について原記事と等しい反論文を掲載しなければならない。これは、反論文ができる
限り原記事と同一の読者の目に触れ、その注目を集めることが反論権法の基本的な理念であるからで
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ある。いわゆる「武器対等」原則は、反論権行使の局面における規律のあり方に関する基本理念とな
っている［曽我部 2005b：2-3］。また、反論権法の様ざまな保護法益については、フランス法をもと
につぎのように分類する。すなわち、まず反論者の権利・利益を保護法益にあげる。具体的には、㋐
人格権、㋑名誉や名声または私生活の秘密、㋒人格描写に関する自己決定権、㋓人格の公然たる歪曲
に対する保護がこれにあたる。また、読者たる公衆の利益を保護法益にあげる。具体的には、㋐情報
の多様化という主として量に関わる利益、㋑報道の正確性の向上という質に関わる利益がこれにあた
る。そして、かかる分類を前提にして、フランスでは、反論権法が存在することによって萎縮的効果
が働き、流通する情報が減少する側面もあるから、読者たる公衆の利益によって反論権法を包括的に
基礎づけることはできず、反論者の人格権が保護法益の第一に考えられているとする。ただし、反論
権法が読者たる公衆の利益を促進する機能を現実に果たす側面も確かにあるとして、公衆の利益も副
次的な保護法益にされているとしている［曽我部 2005c：2-23］。そして、さらにフランス法における
反論権の構造をつぎのように分析している。すなわち、一般的な反論権を認めることによって人格権
を保護しつつ、萎縮的効果による情報量の減少が特に懸念される言論領域については公衆の利益の見
地から反論権を制限し、他方、それ以外の領域においては、反論権法による多様な情報流通を確保す
るとともに報道の質の向上を図っている。この点、萎縮的効果を理由とする反論権の制限が実際に行
われたり、検討されたりしている具体例としては、㋐批評に対する反論権行使の制限（１４）、㋑議会に
おける議事の報道に対する反論権の制限、㋒法廷における弁論の報道に対する反論権の制限、㋓比較
広告に対する反論権の制限等が挙げられているとする。そして、その意図は、これらの種類の報道に
つき反論権行使を制限ないし禁止することによって、当該種類の報道を十分に行わせ、もって読者た
る公衆の利益を増進することにあるとしている［曽我部 2005d：25-31］。このように、フランスの反
論権には、萎縮的効果や情報の受け手である公衆の利益に対する緻密な配慮が組み込まれており、反
論権がそれほど単純なものではないことを痛感する。日本においても、紋切型の理由づけで反論権を
否定し去るのではなく、前述した反論権否定説の批判に耐えうるような内容を備えた反論権の立法化
が前向きに検討されるべきである。 
筆者は、繰り返し述べているように、反論権を、巨大化し、権力化したマスメディア規制の一方法
と捉え、マスメディアがもたらす社会的弊害を除去し、憲法の二大目的たる基本的人権の尊重と国民
主権を実現することを保護法益と考える。具体的には、犯罪報道と選挙報道における前述したような
マスメディアのもたらす社会的弊害を除去するために、犯罪報道における被疑者と選挙報道における
立候補者に反論権を認める。具体的には、被疑者については起訴まで、立候補者については投票日ま
で反論権を認める。確かに、フランスにおいて「法廷における弁論の報道」や「議会における議事の
報道」について反論権の制限が語られているように、犯罪報道や選挙報道はできうる限り十分に行わ
せ、もって公衆の利益を増進することが必要であり、萎縮的効果には最大限の配慮が必要となる。し
かし、前述したように、犯罪報道や選挙報道において不当な報道がなされた場合には被疑者や立候補
者に回復困難な損害を及ぼし、憲法の二大目的たる基本的人権の尊重と国民主権を侵害することから、
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この場合こそ反論権の保障が必要不可欠となると考える。 
ただし、マスメディアの表現の自由に対する萎縮的効果は可及的に排除すべきであるから、反論権
の保障は真に必要な範囲に限定することが望ましいことはもちろんである。まず、①巨大化し、権力
化したマスメディアの弊害防止がその目的であるから、反論権の対象は、人権にとって脅威となり、
かつ国家と同視しうるような権力を持つマスメディアに限るべきである。具体的には、少なくとも全
国に自らの意見・情報を伝播しうるだけの力を持つマスメディアに限るべきである。この点、購読者
数や視聴者数で限定し、法律により、その範囲を明確化すべきである。また、②自ら社会の公器、社
会の木鐸として公的機関を標榜する巨大マスメディアが社会的弊害を生み出しながら、私人たる私的
機関として自然人と同程度の表現の自由を主張し、それを楯に責任を回避しようとする在り方こそが
問われる必要がある。公的機関であるならば、その活動を適正化するために、一定の規制は不可避な
のである。よって、マスメディアに、アメリカのように“自主・独立（私的機関）”の立場にたつのか、
これまでのように“中立・公正、不偏不党（公的機関）”の立場にたつのかの選択権を与え、公的機関
の立場にたつ場合に限り、反論権の対象にするという取り扱いが妥当と考える。そして、フランス法
と同様、反論文や反論放送ができる限り原記事や原放送と同一の読者や視聴者の目や耳に触れ、その
注目を集めることを反論権法の基本理念とすべきである。また、巨大マスメディアと被疑者・立候補
者個人とが、同じ土俵で対等に主張・反論ができるように武器対等原則も同様に基本理念とすべきで
ある。 
したがって、筆者は、一定規模以上の購読者数や視聴者数を有する巨大マスメディアによって、自
己の氏名を明示した批判的、攻撃的記事を報道された被疑者および立候補者は、原記事や原放送と同
一の条件かつ無料で、反論文の掲載または放送を請求する権利を反論権法によって認められるべきで
あると解する。被疑者は起訴まで、立候補者は投票日まで行使ができる。この点、マスメディアが反
論権行使によって被る経済的損害を一定の条件の下で税金によって補填することも検討されてよい。
以上に述べたところを大綱として、該当するマスメディアの範囲等の具体的要件・手続は、細則を含
め、国民の代表で構成される国会の法律により、規定すべきである。名称は、「反論権法」でよかろう。 
以上 
 
注 
（１）日本においては、反論権はアクセス権論の一環として論じられた。1970年代に山口和秀教授や
堀部政男教授をはじめとする何人かの論者によってアメリカのジェローム・Ａ・バロンの所説が紹介
されたのが学説上の議論の始まりとなった［曽我部 2005a：2］。 
（２）肯定説に立たれる論者としては、堀部政男、右崎正博、奥平康弘、市川正人等があげられる。 
（３）本稿におけるマスメディアとは、新聞、雑誌、テレビ、ラジオといった伝統的な古典的マスメ
ディア（印刷メディアと放送メディア）を指し、パソコン、タブレット、携帯電話等のいわゆるニュ
ー・メディア（通信メディア、第三世代メディア）は含めないこととする。 
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（４）2013（平成 25）年 12 月に可決成立したいわゆる特定秘密保護法によって、かかる国家による
情報の隠蔽がますます進むのではないかと危惧されている。 
（５）この点、博多駅テレビ・フィルム提出命令事件（最大決昭和 1969［昭和 44］年 11月 26日）に
おいて最高裁は、「報道機関の報道は、民主主義社会において、国民が国政に関与するにつき、重要な
判断の資料を提供し、国民の『知る権利』に奉仕するものである。したがって、思想の表明の自由と
ならんで、事実の報道の自由は、表現の自由を規定した憲法 21 条の保障のもとにあることはいうま
でもない。また、このような報道機関の報道が正しい内容をもつためには、報道の自由とともに、報
道のための取材の自由も、憲法 21 条の精神に照らし、十分尊重に値するものといわなければならな
い」と判示している。 
（６）従来の見解は、国民の知る権利という理念を、マスメディアの表現の自由を裏付け、強化する
根拠として用いてきた傾向が強い。すなわち、マスメディアの表現の自由を厚く保障すればするほど、
国民の知る権利も充足されるという予定調和的な前提をとってきた。しかし、その予定調和は決して
自明のものではなく、マスメディアの表現の自由は知る権利を充足する側面を有するとともに、知る
権利と対抗する側面も有することを確認する必要がある［曽我部 2007：16-18］。 
（７）さらに長谷部恭男は、かかる「人権」と「憲法上の権利」との区別を前提に、「切り札としての
人権」という概念を提唱し、大要、つぎのように述べている。すなわち、憲法による権利保障には、
公共の福祉に還元されえない部分を見る必要がある。少なくとも、一定の事項については、たとえ公
共の福祉に反する場合においても、個人に自律的な決定権を人権の行使として保障すべきである。言
い換えれば、人権に、公共の福祉という根拠に基づく国家の権威要求をくつがえす「切り札」として
の意義を認めるべきである（いわゆる「切り札としての人権」）［長谷部 2011：108-109］。「切り札」
としての権利であるためには、いかなる個人であっても、もしその人が自律的に生きようとするので
あれば、多数者の意思に対抗してでも保障してほしいと思うであろうような、そうした権利でなけれ
ばならない。そのような権利がもしあるとすれば、個人の根源的な平等性こそがその核心であろう。
他人の権利や利益を侵害しているからという結果に着目した理由ではなく、自分の選択した生き方や
考え方が根本的に誤っているからという理由にもとづいて否定され、干渉されるとき、そうした権利
が侵害されているといいうる［長谷部 1992：17-18］。 
 この点、松井茂記は、かかる長谷部の見解に対して、このような切り札としての権利が問題とされ
る事例はほとんどなく、さまざまな権利の制約の中でこのような制約だけを特別に問題とすべき理由
はないと批判している［松井 2007：308］。確かに、憲法に規定された人権カタログのなかで、具体的
にどれが切り札としての人権なのかが不明であり、また、切り札としての人権と認定された場合、誰
に対してどこまでの主張ができるのかも明確ではなく、概念としてきわめて曖昧である。しかし、た
とえ公共の福祉に反しても、個人に自律的な決定権を人権の行使として保障すべき場合があるとの指
摘は非常に意義深いものがある。今後、切り札としての人権を主張しうる事例を類型化し、明確にし
ていく努力がぜひとも必要と考える。 
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（８）松井茂記は、団体による基本的人権には自然人の場合とは異なる保護の限界があるとし、精神
的自由についての保護の程度も、とりわけ政治的活動の自由のような領域では低いとする［松井
2007：315-316］。 
（９）マスメディアの表現の自由は、その構成員たる記者や編集者の表現の自由との関係でも、制約
される契機が存する。すなわち、法人たるマスメディアの表現の自由を貫徹しようとすれば、記者は
自己の信念に基づく記事を書けなくなるし、また、編集者は自己の信念に基づく編集ができなくなっ
てしまう。いかにマスメディアが任意加入団体であるにしても、構成員たる記者や編集者の表現の自
由を完全に無視することはできないであろう。このように、マスメディアの表現の自由は、マスメデ
ィアの内にいる個人（記者や編集者）の表現の自由との関係でも制約される契機が存するのである［芦
部 2011：89-91］。 
（１０）この「子どもの成長発達権」によって根拠付けようとする新しい見解は特に注目に値する。
すなわち、少年は、成長発達過程にある子どもの人間としての尊厳として、いまある自律的人格を尊
重されつつ、全面的に成長発達する権利を保障されており、推知報道はかかる子どもの成長発達権を
害し、法的責任を問われうるとする［葛野 2001：953-964，山口 2001：104-109］。 
（１１）ドイツでは、州の出版法が明文でプレスの公的責任を定めており、マスメディアの公的責任
論ないし公的責務論として知られている。しかし、ドイツのようにマスメディアの社会的責任を法的
責任と捉えることは、その概念の曖昧さからしても、表現の自由との関係で重大な憲法問題となりか
ねないという指摘もある。その点で、マスメディアの社会的責任は、あくまで道徳的・倫理的なもの
と考えるべきであるという見解も有力である［松井 2003：256-257］。しかし、筆者は、そこに何らか
の法的な意味を付加することも十分に可能ではないかと考える。 
（１２）アメリカのニューヨーク・タイムズやワシントン・ポストなどの大新聞は、あくまで独立
（independent）の立場にたつ。そのため、アメリカでは、それらの大新聞が選挙になると民主党候補
を応援、支持するのは常識視されている。すなわち、アメリカ市民は、マスメディアに不偏不党性や
中立性を期待するのではなく、マスメディアが綿密な取材をもとに、リスクと責任を負いながら「わ
が社は、こう考える」ということを明快に主張することを期待するのである。このように、欧米では、
独立の看板を掲げる新聞が選挙で特定候補を支持することは、むしろ当然な事として社会的に認知さ
れている［原 1999：100］。マスメディアがこのような独立の立場にたつのであれば、そこに法的な社
会的責任を認めることは困難となろう。 
（１３）反論権を比較憲法的に考察すると、歴史的に反論権を法定する伝統の強いヨーロッパ大陸法
諸国（フランス・ドイツ等）と歴史的に反論権に慎重な態度を堅持している英米法諸国（アメリカ・
イギリス等）に分けられる。この点、日本は後者に属する。本稿は、反論権の比較憲法的研究が目的
ではないので、反論権の母国であり、典型的な反論権を有するフランスの議論を参照するにとどめる。 
（１４）批評・評論は本来、個人的な意見や考えの表出であるから、そもそも客観的な正誤の判定に
はなじまず、より自由であるべき点に注意する必要があろう。 
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